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大村市中小企業振興基本
条例を制定しました!

地域経済の活性化
市民生活の向上大村市  商工観光部  商工振興課

中小企業の成長は、
市民生活の向上や、まちの
発展に欠かせません。

今、なぜ条例を制定するの？

なぜ、中小企業振興が
必要なの？

長崎県大村市玖島1丁目25番地 TEL0957-53-4111（内線 249）

～地域経済の活性化は、
　　中小企業の振興から始まります～
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市や中小企業者等の責務、大企業者の
役割、市民の理解と協力を明記ポイント 1
中小企業の現状や課題を調査・審議する
「中小企業振興会議」を設置ポイント 2

中小企業振興施策の実施のために
基本方針を規定ポイント 3

市や中小企業者等、大企業者、市民がお互いの立場・役割を理解する
ことで、地域社会が一体となって、中小企業の振興を推進します。

中小企業者や関係団体、市民、学識経験者などで構成され、事業者や
市民の声、社会や経済の動きを踏まえながら調査・審議することに
より、地域社会の意見を中小企業振興施策へ反映します。

条例の理念に基づく中小企業振興を実行に移していくため、中小企
業の振興施策に関する基本的な方針を定めました。「中小企業振興
会議」などの意見をもとに、国、県その他関係機関と連携しながら、
中小企業振興施策を策定、推進します。

大企業者 市　民

行政（市）中小企業者等

中小企業振興の目的や基本理念、施策の基本方針を定め、市や中小企
業者の責務、大企業者の役割や、市民の理解と協力を明確にすることによ
り、地域が一体となって、中小企業の成長・発展を目指し、積極的に中小企
業振興に取り組めるようにするためです。

大村市内の事業所のほとんどが中小企業であり、地域の雇用と経済を支
えています。中小企業振興により中小企業が元気になると、競争力が強化
され、雇用が拡大し、地域経済の活性化につながります。
地域経済が活性化し、市民生活が向上して行くためには、中小企業の振
興が不可欠です。



大村市中小企業振興基本条例
緑豊かな多良山系を東に仰ぎ、世界初の本格的な海上空港を擁する大村湾を西に望む大村市は、

長崎県本土のほぼ中央部に位置し、高速交通の拠点都市、県央地域の中核的都市として発展してきた。
大村市の事業所の大多数を占める中小企業は、地域の雇用と経済を支え、市民生活の向上をもた

らす重要な存在であることから、中小企業の振興は、単に中小企業だけにとどまるものではなく、
大村市の産業、経済と市民生活全体にかかわる課題といえる。
中小企業が成長し、発展していくためには、中小企業者自らがまずその重要性を再認識し、自主

的な努力を行っていくとともに、中小企業の振興が大村市の発展に欠かせないものであるという認
識を、企業はもちろんのこと市民、行政などの地域社会の構成員が共有することが何より大切である。
　そこで、中小企業の振興に向けた基本理念等を明らかにし、施策を総合的に実施するため、この
条例を制定する。

第１条　この条例は、中小企業の振興に関し、市及び中小企業者等の責務等を明らかにするとともに、
　中小企業の振興に関する施策（以下「中小企業振興施策」という。）の基本となる事項を定めること
　により、地域経済の活性化及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。

第６条　大企業者は、中小企業の振興が地域経済の発展において果たす役割の重要性を理解し、市が
　実施する中小企業振興施策に協力するよう努めるものとする。
２　大企業者は、事業活動を行うに当たっては、中小企業者等との連携及び協力に努めるものとする。

第７条　市民は、中小企業振興施策が地域経済の発展並びに市民生活の安定及び向上に寄与するこ
　とを理解し、中小企業振興施策に協力するよう努めるものとする。

第９条　市は、中小企業振興施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとす
　る。

第10条　市長は、毎年、中小企業の振興に関する主たる施策の実施状況を公表するものとする。

第11条　中小企業振興施策に関する事項を調査審議させるため、大村市中小企業振興会議（以下「会
　議」という。）を設置する。
２　会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

第５条　中小企業者等は、基本理念にのっとり、経済的社会的環境の変化に適応するため、自主的に
　経営の革新（中小企業基本法第２条第２項に規定する経営の革新をいう。以下同じ。）及び経営基盤
　の強化に努めなければならない。
２　中小企業者等は、事業活動を行うに当たっては、地域社会を構成する一員としての社会的責任を
　認識し、地域社会への貢献及び市民生活の向上に資するよう努めるものとする。

第３条　中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。
　⑴　中小企業者等の自らの創意工夫及び自主的な努力が尊重されること。
　⑵　市、中小企業者等、大企業者及び市民が中小企業の果たすべき役割の重要性を理解し、協力
　　　して行われること。

第４条　市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、中小企業者の実態
　の的確な把握に努めるとともに、中小企業振興施策を総合的に推進しなければならない。
２　市は、中小企業振興施策の推進に当たっては、国、県その他関係機関との連携及び協力に努め
　るものとする。
３　市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行並びに透明かつ公
　正な競争及び契約の適正な履行の確保に留意しつつ、中小企業者の受注機会の増大に努めるもの
　とする。

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　⑴　中小企業者　　中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げるもので
　　　　　　　　　　あって、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。
　⑵　中小企業団体　商工会議所、商店街振興組合、事業協同組合その他の中小企業の振興を目的と
　　　　　　　　　　する団体をいう。
　⑶　中小企業者等　中小企業者及び中小企業団体をいう。
　⑷　大企業者　　　中小企業者以外の事業者で、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。
　⑸　市　　民　　　市内に居住し、通勤し、又は通学する者及び市内で活動を行う個人又は法人その
　　　　　　　　　　他の団体（中小企業者等及び大企業者を除く。）をいう。

第８条　市は、基本理念にのっとり、国、県その他関係機関と連携しつつ、次に掲げる基本方針に基づ
　き、中小企業振興施策を実施するものとする。
　⑴　中小企業者の経営の安定及び経営の革新を促進すること。
　⑵　中小企業の創業及び中小企業者の新技術開発を促進すること。
　⑶　中小企業者の資金調達を円滑化すること。
　⑷　中小企業者の産学官連携を促進すること。
　⑸　中小企業者における人材の確保及び育成を支援すること。
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